












































SG= ( 1 -tG) sRG , 1 >sR> 0 , 1 >tG>tw> 0 (3) 
で表される。 Gは利潤所得である。
労働者は，カルドア（N.Kaldor），パシネッティ CL.L. Pasinetti），ライ








Sw=Sw {( 1 -tw) w+ ( 1 -tG) ( 1 -sR) G} -cw ( 1 -tG) sRG 
1 >sG>sw> 0 
で表すことができる。 cw=1 -swであるから，この式を書き換えれば，
Sw=Sw {( 1 -tw) w+ ( 1 -tG) ( 1 -sR) G} 
- ( 1 -sw) ( 1 -tG) sRG は）


















N= gY , 1>g>0 (7) 
で示すことができる。













このモデ、ルは， 9個の変数（Y, G , W, S , SG, Sw, ST, T , N）を決定
する完結したそデ、ル（1）～（7),(8）または（9),QO）である。 SR,tG, tw, Sw, g' mは
すべてパラメーターである。
G さしあたり利潤分配率一ーはその最小利潤率mで決まると仮定すれば， ω，y 
(2）～（8), (1）から
1 ym-




G きいときには， Yが所与まで利潤分配率ーが従属変数であること，すなわち，y 
カルドアの仮定が成り立つことになる。そこで， ωは（8),(9）を用いて
G sTg+sw ( 1 -tw) -r 
γ＝「 ωyr Sw (tG-tw）’ I 
に書き換えることができる。完全雇用国民所得のときの利潤分配率与は，その

















w r一｛sTg+sw(1 -tG)} 
ye Sw (tG-tw) 
ω 
(15) 










H=sTg+sw ( 1 -tw) Q6) a tG Sw (tG-tw)2 
となる。 1 >tG>tw> 0, 1 >sw> 0, 1 > g > 0, 1 >sT> 0であるから，
? ? ?? ?
r G ¥ a1τ－： I I VI J 
① r>Hのとき，寸了＞ Oとなる。すなわち，利潤税の税率tcの上昇
につれて，完全雇用国民所得のときの利潤分配率与は上昇する。






Gカ0 tG - Sw (tGー tw)
となる。
a r w I 
¥yr) 
① γ＞Hのとき， 、 '<Oとなる。すなわち， tGの上昇につれて，完全。tc
雇用国民所得のときの賃金分配率事は低下する。
a r w I 
¥yr) 





a （争） M-r 









a r GI 











Q9) a tw -Sw (tGー tw)
となる。
a r w I 
¥yr) 
① r>Mのとき， 、 '>Oとなる。すなわち，twの上昇につれて， y了。tw
は上昇する。
a r GI 
¥yr J 









政策変数の変更 条 件 利潤分配率 賃金分配率
I ＋ 
tGの上昇
ye >sTg+sw ( 1 -tw) 
（－〉 （＋〉




y:c>sTg+sw ( 1 -tG) 
（＋〉 〈－〉
（低下〉 I ＋ 
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